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意思決定に有用な財務報告情報の質的特徴と制約」（Exposure Draft, Conceptual Framework for Financial 
Reporting: The Objective of Financial Reporting and Qualitative Characteristics and Constraints of 
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みた時，W. A. Paton と A. C. Littleton の『会社会計基準序説』における次の記述が想起









（D. Alexander & C. Nobes, A European Introduction to Financial Accounting, Prentice Hall, 1994, p.48.）
や「発生主義会計の下でのある期間の純利益は，当該期間に実現した収益と同一期間に費消された原価と
の対応の結果である。」（P. Mohana Rao, Accounting Theory and Standards, Deep & Deep Publications, 
2006, p.19.）と述べられているように，発生主義会計と対応は不可分の関係にあることは，広く認められて
いるといえる。
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（45） IASC, IAS16, Property, Plant and Equipment, 1998, par.16.　FASB, Accounting Standards Codifi cation, 
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〔抄　録〕
本稿では，多くの国などで，意思決定有用性の観点から採用されている発生主義会計の
特徴として，費用の計上方法としての見越経理と繰延経理の適用について検討を行った。
検討にあたって，発生主義会計が，期間損益計算において，収益と費用との対応を重視し
たものであることを示した。そして，このような収益と費用の対応ということを達成する
ための具体的な会計処理として，費用に関しては，支出との関係で，見越経理と繰延経理
とを区分して用いていることが確認された。そして，将来の支出は見越経理の対象であり，
過去の支出が繰延経理の対象であるが，過去の支出には，資産の減少の他に，一定の条件
での負債の増加が含まれている。過去の支出に該当する負債の条件について更に検討を加
えた結果，確定債務のうち，支払時期における支払金額が確定されているものが，過去の
支出に含むといえる。そのような状態にない負債の増加は，将来の支出として，見越経理
の対象となる。
